
五 十 五 地 域

の 振 興 に 資

す る 事 業 を

行 う 民 間 事

業 者 等 に 対

し て 金 融 機

関 と の 協 調

融 資 に 要 す

る 経 費 に 充

て る た め に

借 り 入 れ た

地 方 債 の 利

子 支 払 額 等

が あ る こ

と 。

次 の 各 号 に よ つ て 算 定 し た 額 の 合 算 額 と す る 。 五 十 五 地 域

の 振 興 に 資

す る 事 業 を

行 う 民 間 事

業 者 等 に 対

し て 金 融 機

関 と の 協 調

融 資 に 要 す

る 経 費 に 充

て る た め に

借 り 入 れ た

地 方 債 の 利

子 支 払 額 等

が あ る こ

と 。

次 の 各 号 に よ つ て 算 定 し た 額 の 合 算 額 と す る 。

一 次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 一 次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額

算式 算式
Ａ×075＋Ｂ×05 Ａ×075＋Ｂ×05
算式の符号 算式の符号
Ａ 地域の振興に資する事業を行う民間事業者等に対する金融機関との協
調融資（当該道府県が無利子で貸し付けるもので、当該民間事業者等が
新たに従業員等を雇用することが融資の条件とされているものに限る。
以下同じ。）に要する経費に充てるために平成23年度以降に発行について
同意又は許可を得た地方債（用地事業に係るものを除く。）の当該年度に
おける利子支払額

Ａ 地域の振興に資する事業を行う民間事業者等に対する金融機関との協
調融資（当該道府県が無利子で貸し付けるもので、当該民間事業者等が
新たに従業員等を雇用することが融資の条件とされているものに限る。
以下同じ。）に要する経費に充てるために平成23年度以降に発行について
同意又は許可を得た地方債（用地事業に係るものを除く。）の当該年度に
おける利子支払額

Ｂ 地域の振興に資する事業を行う民間事業者等に対する金融機関との協
調融資に要する経費に充てるために平成23年度以降に発行について同意
又は許可を得た地方債（用地事業に係るものに限る。）の当該年度におけ
る利子支払額

Ｂ 地域の振興に資する事業を行う民間事業者等に対する金融機関との協
調融資に要する経費に充てるために平成23年度以降に発行について同意
又は許可を得た地方債（用地事業に係るものに限る。）の当該年度におけ
る利子支払額

二 次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 二 次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額

算式 算式
Ａ×075 Ａ×075
算式の符号 算式の符号
Ａ 地域の振興に資する事業（平成27年度以降に着手したものに限る。）を
行う民間事業者等に対する金融機関との協調融資に係る債権の保全及び
回収の確保を図るため連帯保証を徴する場合に、民間事業者等が保証人
に支払う連帯保証料に対して、当該道府県が補助金・交付金等として交
付する場合の当該年度における交付額

Ａ 地域の振興に資する事業（平成27年度以降に着手したものに限る。）を
行う民間事業者等に対する金融機関との協調融資に係る債権の保全及び
回収の確保を図るため連帯保証を徴する場合に、民間事業者等が保証人
に支払う連帯保証料に対して、当該道府県が補助金・交付金等として交
付する場合の当該年度における交付額

五 十 六 災 害

対 応 に 係 る

職 員 派 遣 の

受 入 れ に 要

す る 経 費 が

あ る こ と 。

当 該 年 度 の 十 月 三 十 一 日 ま で に 災 害 復 旧 等 に 従 事 さ せ る た め 地 方 自 治 法 第 二

百 五 十 二 条 の 十 七 の 規 定 に よ り 職 員 の 派 遣 を 受 け た 道 府 県 に つ い て 、 当 該 受 入

れ に 要 す る 経 費 と し て 総 務 大 臣 が 調 査 し た 額 に 〇 ・ 八 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

五 十 六 災 害

対 応 に 係 る

職 員 派 遣 の

受 入 れ に 要

す る 経 費 が

あ る こ と 。

当 該 年 度 の 十 月 三 十 一 日 ま で に 災 害 復 旧 等 に 従 事 さ せ る た め 地 方 自 治 法 第 二

百 五 十 二 条 の 十 七 の 規 定 に よ り 職 員 の 派 遣 を 受 け た 道 府 県 に つ い て 、 当 該 受 入

れ に 要 す る 経 費 と し て 総 務 大 臣 が 調 査 し た 額 に 〇 ・ 八 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

五 十 七 文 化

財 の 災 害 復

旧 に 要 す る

経 費 が あ る

こ と 。

文 化 財 保 護 法 第 二 条 第 一 項 に 規 定 す る 文 化 財 及 び 同 法 第 百 八 十 二 条 の 規 定 に

基 づ く 条 例 に よ り 指 定 さ れ た 文 化 財 の 災 害 復 旧 に 要 す る 経 費 と し て 総 務 大 臣 が

調 査 し た 額 に 〇 ・ 八 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

五 十 七 文 化

財 の 災 害 復

旧 に 要 す る

経 費 が あ る

こ と 。

文 化 財 保 護 法 第 二 条 第 一 項 に 規 定 す る 文 化 財 及 び 同 法 第 百 八 十 二 条 の 規 定 に

基 づ く 条 例 に よ り 指 定 さ れ た 文 化 財 の 災 害 復 旧 に 要 す る 経 費 と し て 総 務 大 臣 が

調 査 し た 額 に 〇 ・ 八 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

五 十 八 消 防

ヘ リ コ プ

タ ー の 管 理

運 営 に 要 す

る 経 費 が あ

る こ と 。

次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 と す る 。 五 十 八 消 防

ヘ リ コ プ

タ ー の 管 理

運 営 に 要 す

る 経 費 が あ

る こ と 。

次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 と す る 。

算式 算式
Ａ×156113000円×05 Ａ×156113000円×05
算式の符号 算式の符号
Ａ 消防組織法（昭和22年法律第226号）第50条の規定に基づき当該道府県
が無償で使用する国有の消防ヘリコプターの数として総務大臣が調査した
数

Ａ 消防組織法（昭和22年法律第226号）第50条の規定に基づき当該道府県
が無償で使用する国有の消防ヘリコプターの数として総務大臣が調査した
数
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